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１．はじめに  

大牟田市の西部は有明海に面し，市街地の主

要部は海抜ゼロメートル地帯となっている．海

岸部の埋立地は内陸部より標高が高いため，主

要市街地の排水は，大牟田市を流下する主要河

川が担うことになる（図-1）．満潮時や洪水時に

は堤内地からの自然流下での排水が困難で，排

水機場の強制排水に頼っている．また，主要市

街地が位置する低地部は起伏があり，大きな窪

地の中に小さな窪地が散在している状況にある． 

大牟田市を流下する河川は，小規模な山地か

ら流下する中小河川であり，山地丘陵地には，

ため池が数多く存在することが特徴である． 

令和2年7月豪雨は，線状降水帯による強雨が継続したことにより，甚大な浸水被害が発生したものである．

上流部では河川が氾濫し，下流部では内水氾濫に上流からの氾濫流が重なり，市街地の多くが浸水した． 

大牟田市排水対策基本計画※1（以降，「排水対策基本計画」と称す）は，当該地区の排水特性を踏まえ，“溜

める”“流す”“排水する”のバランスに着目し，上流部からの氾濫流を抑制するための流出抑制や，下流部で

の排水機能の強化など，流域治水の概念のもと，浸水被害を軽減していくという思想で計画されている． 

本稿では，観測史上最大となった令和 2年 7月の豪雨における浸水被害を踏まえ，今後，頻発することが懸

念されている豪雨災害の軽減に向け，ため池を活用した浸水対策について考察する． 

２．令和 2 年 7 月の豪雨の被害状況 

令和 2 年 7 月の豪雨は，1 日で 1 ヵ月の降水

量を超える降雨で，大牟田観測所の 3時間，24

時間，48時間の連続雨量について観測史上最大

を記録した（図-2）．本豪雨は，死者 2 名，床上

浸水 1,266 戸，床下浸水 1,054 戸を数える未曾

有の大災害であり，主要市街地は水没し，交通

機関や社会経済に深刻な影響を及ぼした． 

大牟田市は，同年 8 月に大牟田市令和 2 年 7

月豪雨災害検証委員会を設立し，「令和 2 年 7

月豪雨災害の対応に関する提言書」，「令和 2 年

7 月豪雨災害検証委員会検証報告書」を基に，

各種の防災・減災対策を推進している． 
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図-1 対象地区の地盤高とため池の分布 

図-2 令和2年7月の豪雨による浸水状況※1 
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３．浸水特性と対策の方向性 

大牟田市は全般的に起伏のある地形で，主要河川の下流区間は概

ね改修済であるが，沿川は海抜ゼロメートル地帯となっており内水

氾濫が生じやすい．上流区間は未改修区間が多く，外水氾濫が生じ

やすい（図-3）．これらの浸水特性を内外水浸水解析で確認したうえ

で，上流区間では，ため池などの貯留機能を活かした流出抑制と，

河川や水路の流下能力の向上，下流区間では流下能力がある河川に

対して，自然流下可能な箇所などで，氾濫流を河道に戻す対策や，

上流域からの氾濫流を抑制しつつ，排水能力を強化し，内水や上流

区間から到達する氾濫流による浸水の軽減をはかる対策を提案した． 

４．ため池の活用に向けての考察 

受益地の減少した農業用のため池が数多く存在するため，これを

活かした浸水対策の効果を内外水浸水解析で確認したうえで，対策

メニューのひとつとした（図-4）．ここで，ため池からの排水路は多

くの場合，流下能力が小さいため，大雨が想定される直前に緊急放

流する場合，その治水機能を最大限発揮させることは難しいものと

捉えられた（図-5）．また，ため池からの緊急放流を実施する場合の

操作リスクの点からも実運用は難しい．このため，集水域と受益地

の関係から，灌漑期だけでなく年間の水収支を検討し，低水位管理

を実施することで，緊急放流による操作リスクを回避し，治水機能

を最大限発揮させる管理運用が望ましいものと考えられる．（図-6）． 

５．結論 

排水対策基本計画では，浸水特性を踏まえ，“溜める”“流す”“排

水する”各種対策について，浸水解析での感度分析を実施し，費用

対効果の高い対策を選定した．当該地区では，流域面積に対して，

多くのため池が存在するため，これを活かした対策を対策メニュー

のひとつとし，下流区間の浸水被害の軽減をはかるものした．近年，

受益地の消失，市街化の進行に伴いため池は廃止される傾向にある

が，かつて，水田として利用されていた低地部までが，市街化が進

行している状況を鑑みると，近代以前の治水・利水システムを活か

しつつ，新たな役割をもたせることで，計画規模を超えるような大

雨が発生した場合でも一定の効果を発揮しうる可能性がある．当該

地区のように土地利用の変化に伴い，浸水リスクの発現状況が変化

している地域では，それぞれの確率規模での浸水解析を実施し，“溜

める”“流す”“排水する”のバランスを適正に評価した排水対策が

肝要であり，計画規模を超えるような大雨が発生した場合の浸水リ

スクの軽減の視点が必要であるものと考えられる.今後は，対策の進

捗に伴いフィードバックのための計画の見直しや土地利用計画の見

直し，受益地が消失したため池の治水利用への転用などの工夫が必

要であると考えられる． 
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図-3 当該地区の地盤高 

図-6 ため池の年間水収支の例 

図-5 ため池下流の排水路の概況 

図-4 ため池による浸水軽減効果 
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